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 プロジェク トマネジ メン ト(以下PM)は, プ ロジ ェク トの全体最 適化や 生産性 向上を図 る手 法 と

して, 国 内外 で精 力的に研究 開発 が進め られて いる. 本研究 は, 一般 論 としてのPMか ら対象 を絞

り, 日本 の建 設産業 に対応 したPM体 系を新た に構築す る ことを 目的 として いる. す なわち, 研 究

の背景 とその必要性 の検討 を踏 まえ, 建 設プ ロジ ェク トの顧客 およ び自体か らの要求事項 充足 の原

則 の もとに, 理 念 と定義 の設定, 建 設PM構 成 と部位で あるマネ ジメ ン ト要素の概念形成, さらに

はその実行手 順 につ いて提案 した. この研 究成果は, プロジ ェク トチ ームが実 際のプ ロジェク トで

意 思決定や問題解 決を図 る際 に, 必要なPMに 関す る基礎 知識 と して利用 できる. 
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1. 研究の背景 と目的

 プロジェクトマネジメント(以 下PM)は 比較

的古くから研究されてきた学問であり, また実用

化されている知識であり体系である. 日本では, 

和の精神を基調にした暗黙知といわれる無形の慣

習的 ・伝統的業務推進法を基本に, 3大 管理すな

わち品質 ・原価 ・工程管理などの工学的手法ない

しッールが合わさって実務の場に適用され発展し

てきた. 

 最近の日本の建設産業界においては, 近年の欧

米におけるPMの 発展, グローバルスタンダー ド

化の波, バブル経済期以降のより高いプロジェク

ト生産性やコス トダウン要求などが社会的に強ま

ってきていることから, PMに 対する関心が増大

してきている. 一般にPMと いうとモダンPMす

なわち欧米型PMを 指す ことが多いが, その内容

は工学的にも合理性が高く, その導入効果への期

待も大きい. しかし一方, モダンPMは 欧米の文

化 ・社会基盤の上で発展し成立していることも事

実である. したがって, モダンPMを 原型のまま

日本に直導入し, 効果的に運用し機能させること

ができるかの問題が残る. 

 以上を背景とした本研究は, 一般論としての, 

または全産業の全プロジェク トへの適用をめざす

PMか ら対象を絞 り, すなわち固有性を持つ日本

の建設産業界に適したPM体 系を新たに構築する

のを目的としている. ここでは"建 設PM"と 称し

ているが, プロジェクトマネジャーが実際的プロ

ジェクトに即応 して意思決定や問題解決を図って

いく際に必要 となる, PMに 関する基礎的知識に

ついて研究 したものである. まず, 従来の日本的

PMの 特徴 を欧米のそれと対比し, 建設PM構 築

の必要性を検討する. そ して, 建設PMの 理論的

根拠 となる"建 設PM原 則"や 理念 ・定義を設定

する. 次いで, 建設PM構 成の確立とその部位で
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あるマネジメント要素の概念を個々に検討する. 

また, 以上の建設PMを 実際のプロジェクトで適

用していく際の実行手順を示 した. 最後に, ここ

で研究 した建設PMの 特徴などを総括してまとめ

ている. 

2. モダンPMと 建設PM構 築の必要 性

(1)モ ダンPMの 特徴

 モダンPMと は一般化された用語ではないが, 

1980年 代末期から欧米で開発されたPMお よび

グローバルスタンダー ドとしてのPMを 総称 して

使われることが多い1),2),3),4),5),6),7). モダンPMの

うち特に日本で研究されているのは米国PM協 会

の通称PMBOK1),2),5)と いわれるもので, これは

ISO10006品 質マネジメントーPMに おける品質

の指針4)の基礎資料となったといわれる. 英国PM

協会のPM知 識体系も, 1992年 以来改訂を重ね

て2000年 には第4改 訂版が発刊された7). ここ

で特徴的なことは, (1)"管 理"か ら"マ ネジメン

ト"概念への拡張, (2)マネジメント要素(PMB0K

では知識エリア)の 増設, (3)PMの 体系化, など

である. なお高崎等は8), 米国 のPM/CMの サ
ービス内容を直接ヒアリング等により調査し, そ

の詳細を明らかにしている. 

 モダンPMは 急速に発展してきた。その背景 と

して, 日本 との経済 ・貿易競争力を強化するのを

目的に, 

(1)国 策 としての革新的PMの 研究, 

(2)多 くの米国企業が提携等を通じて日本企業の

 文化, 社会システム, 経営管理手法などを理解, 

(3)日 本の社会や企業を研究する専門機関を大学

 などに設け, 成功事例の徹底的シミュレーショ

 ンや分析の実施, 

(4)日 本研究を大きな刺激として, 経営論, 経営

 手法の大きな発展, 

などが挙げられる9). 

 もう一つの特徴は, 日本での成功事例や開発さ

れた手法をそのまま導入適用するのではなく, 欧

米の文化基盤や社会システムをベースに世界各国

か ら得た良いモノを組込んで体系化 し, 欧米社会・

企業に順応させ易く形式化していることである. 

そこには, 標準化 しグローバル展開を図るととも

に, 社会やビジネス環境の変化に応じて絶え間な

いPM手 法の更新を図っていく姿がある9). 

(2)建 設産業が直面している環境の変化

 1990年 代初頭のバブル経済崩壊以降, 建設産業

を取巻く環境の変化の主だったものを以下に列記

してみる10). 

(1)透 明化, 公平化, 競争性の要求

 不透明さや機会均等ではない結果平等などの不

 公平さ, さらには不祥事を防ぐために, 情報公

 開や説明責任が強く要求されている. 

(2)建 設投資の効率性追求

 建設産業界は, 安全 ・安心かつ高品質な施設

 や構造物の確保, およびこれらと二律背反の関

 係にある投資縮減やコス トダウン要請と合わせ

 て問題解決を図って行かなければならない状況

 にある. 

(3)社 会, 住民, 自然環境 生態系との共生

 土木工学の範疇を越えて, 社会 ・人文科学, 

 自然科学の成果を総合して問題解決を図ること

 が必要となってきている. 

(4)グ ローバルスタンダー ド化の波

 多様な事業執行方式と入札契約方式の適用, 

 建設CALSIECの 開発, ISO(9000's, 14000's)の

 導入など, 多 くの国際標準が国内に展開されつ

 つある. 

 上記の環境条件の変化は, プロジェクトの企画・

計画から建設, 運用 ・維持管理までの全過程にお

ける制度, 仕組み, 手法等, 多くの管理 ・マネジ

メント技術の変更を要求 してきているのは明らか

である. 

(3)PMと 社会・文化基盤の検討

 PMを どのように理解するかは異論があるが, 

前節で述べたように急激な外部環境の変化とプロ

ジェクトに対する要求事項の多様化が進展してい

る中で, 伝統的ともいえる日本的PMだ けでは問

題解決に閉塞的状況が生じることが多 くなってい

る. 

 ひとつの観点として, 日・欧米型PMの 背景と

なっている文化基盤の違いを見ておきたい. 表ー1

は, 比較文化論的に日本と欧米の社会システムの

違いを示したものである11), 12). 日本的システムは
"間人主義モデル"で 表現されている. 社会シス

テムの原点 として, 人と人の間に人がいる, 人と

組織の間に人がいる, 組織 と組織の間に人がいる, 

常にそういう 「人」が潤滑油となって総体として

プロジェクトが進んでいく, すなわち相互依存主

義, 相互信頼主義, あるいは対人関係本質視で成

立しているといわれる. 一方, 欧米には"個 人主

義モデル"が 当てはめられている. 個人個人が一
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人の独立体 として動いている. プロジェクトマネ

ジャー も社会的に認知された専門職である. そう

いう面ではシステムとしては個別体であり, 属性

としては当然なが ら自己中心主義とな り, 自己依

拠主義または対人関係を手段視する特徴をもって

いる. また, 日本的なPMの 背景として暗黙知が

ある. ここでは, 伝統 とか慣習さらには前例が重

用視され, 欧米で一般的なマニュアルや基準とい

った形式知は最小限に留まっている. 極端にいえ

ば, 形式知はなくとも暗黙知で仕事ができる社会・

企業文化を作 り上げてきたといえる. 

 こう見てくると, PMと いうのは文化や社会基

盤に根ざしたものであり, 社会システムや企業文

化あるいは価値観などを背景に含んだものといえ

る13),14). したがって, 欧米文化を基盤 に持つモダ

ンPMを そのまま導入するのではなく, 日本の文

化基盤や社会システム, 企業文化, 伝統や慣習な

どを再評価 し, 建設産業やプロジェクトからの要

求事項を効果的に処理 していく日本に適した建設

PMを 構築することが考えられる15). 

(4)建 設PM構 築の必要性

 以上検討したように, (1)PMは 社会・文化基盤の

上に成立していること, (2)日本の建設産業が直面

している課題は, モダンPMが 発展 した背景 と異

なっていること, (3)モダンPMは 全産業・全企業 ・

全プロジェク ト対応で, 固有性を持つ 日本の建設

産業のプロジェク トへ適用するには補正を要する

こと, などを考慮すると, 日本の建設産業界のプ

ロジェク トに対応した"建 設PM"を 検討してみ

る必要性が生じてくる. ここでは"建 設PM"の

イメージを, 全産業 ・全プロジェクト対応のPM

共通部分に建設産業固有部分を加えたものとして

考える. すなわち, 日本に適した建設PMの 基本

フレームは図-1の 形式が考え られる. すなわち

PM体 系を, 日本文化基盤上のテクノロジーとし

て組み立てる構図である. これは, 日本固有の独

善的なものではなく, モダンPMと も双方向性の

内容をもつこと, また形式知化すなわち指針 ・マ

ニュアル化 して普及させること, さらに発展的議

論がなされて順次改訂されることが重要である. 

3. 建設PM原 則と概 念構成9)

 前章で検討した建設PM構 築の必要性を背景に, 

本章以降では具体的に建設PMの 概念や体系の構

築を図る. なお以下で示す建設PMの 対象は主と

して土木分野とし, 独自の発展を遂げる建築分野

は除くものとする. 

(1)建 設PM原 則の設定

 建設PM体 系構築に際して, その理論展開の原

点としての基本理念を定めることにする. すなわ

ち, 以下に示すようにPM原 則を設定し, 合わせ

てその理由を示す. 

 "建設PM原 則": 建設プロジェク トの顧客お

 よび自体か らの要求事項充足の原則

(1)2章(2)で 述べた事項はいずれも外部環境

 の変化であり, プロジェクトも当然その影響下

 にある. したがって, 原点としての要求事項で

 あるこれらへ対応できることが建設PMの 必要

 条件である. 

(2)現 実的に, プロジェクトは社会・地域・住民・

 環境 ・生態系などからの要求事項に対応できてい

 ないことも多い. マーケットインあるいはマー

 ケットドリブンの時代認識を持つべきで, 少な

 くとも事業体の論理のみのもとで, 土木の論理, 

 技術の論理が主張されるべきではない. 

表-1 日 ・欧米 の社会 システム の比較13),14)

図-1 建 設PMの 基 本フ レーム
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(3)一 般に顧客満足が優先されることが多いが, 

 社会を構成する事業体(発 注者や受注者)の 存

 続・発展の面か らも自体満足を同等に位置付け

 るべきである.

(4)米 国のPM基 礎知識体系も, 日PMと は, プロ

 ジェクトの事業主体や他のステークホルダーの

 当該プロジェクトに対する要求事項や期待を充

 足する」としている5). (これは, PMは 顧客満

 足および自体満足のためを意味していると思わ

 れるが, 実際的にはこの理念のPM基 礎知識体

 系への反映は不鮮明である. )

(2)プ ロジェクトに対する要求事項と建設PM区 分

 建設PM原 則に立脚 して, 顧客満足, 自体満足

のための要求事項を整理することが必要となる. 

著者 らはその方法 として, 建設産業を取 り巻 くあ

るいはプロジェク トに関係する多種多様な意見, 

批判, 提案, 過去の事例等々から, また, 広 く社

会を反映する新聞・雑誌類などから収集することを

試みた. それ らを整理した結果を表-2に 示す. こ

こで, 要求事項を顧客満足, 自体満足に分けて整

理 していくが, 縦軸に示すように, さらにプロジ

ェク ト関係体すなわちプロジェク トの受注者, 発

注者, また利用者としての社会 ・住民に分けた方

が, 同じプロジェクトでも立場によって要求事項

が異なることから建設PM原 則を具現化し易いこ

とが明らかとなった. さらに, 受注者の顧客は発

注者であり, 発注者の顧客は社会 ・地域住民と考

えた場合, 発注者の自体満足は受注者の顧客満足

に, 社会 ・地域住民の自体満足は発注者の顧客満

足に相当すると考えることができる. これにより, 

3つ のプロジェク ト関係体の連環性が理論的に担

保されたことになる. 

 次いで建設PM区 分であるが, 表-2の プロジェ

ク ト関係体区分に沿って, 受注者PM, 発注者P

M, 社会PMの3区 分とする. この理由は, 同一

プロジェクトにおいても, 受注者, 発注者, 社会

の立場によって要求事項が異なるため, それ らを

充足するための建設PMの 内容も異なってくるこ

とによる. この区分に拠った場合, モダンPMを

はじめ従来のPMは 受注者PMの 色彩が強いとい

える. 

 ここで受注者PMと 発注者PMは 理解し易いと

思われるが, 社会PMを 設置する理由は以下のと

お りである. 最近は, 社会の進展, 経済構造の変

化, 情報化時代の到来などから民意の変化 ・向上 ・

多様化が急速に進み, 従来からの土木の価値観や

判断基準を越えて社会からの要求事項は拡大かつ

多様化 し, その影響力は"社 会 ・地域 ・住民 ・環

境 ・生態系の論理"と して大きくなってきた. こ

の傾向は, 必然的に従来の土木の論理や日本的PM

にその修正を要求 してくることになる. すなわち, 

土木や技術の論理 と違った側面からプロジェクト

に直接はた らきかけ, 単に要求事項を主張するだ

けでなく, 実現させるために自らも行動する方向

にある. 以上をまとめて"社 会PM"と いう概念に

置き換え, 社会等のプロジェク トに対する一連の

要求事項充足活動として位置付ける. これは, 発

注者PMお よび受注者PMか ら見た場合の主体と

いうべきものであ り, 直接的間接的な顧客満足の

対象として考えるべきものである. 

(3)建 設PMの 理念と定義

 建設PM原 則に基いて, 建設産業の内部および

それを取 り巻 く社会などから発信される要求事項

を整理した(表-2参 照). さらに建設PMは, 受

注者PM, 発注者PM, 社会PMの3種 に区分し

た方が, 要求事項をより具体的に捉えやすいこと

を明らかにした. 本節では, 以上の検討結果を基

本において, 建設PMの 概念 ・理念の定式化を図

る. ここでは, 特に社会 ・発注者 ・受注者からの

要求事項対応を重視したことと, その要求事項が

ライフサイクル全域に渡っていることを注視 した

ものであるが, 他所での定義例1),2),3),4),5),16),17),18)

も大きな参考 としてそれ らの上に組み立て られた

内容となっている. 

 "建設プロジェクト"の 定義:

 建設プロジェク トとは, 当該施設 ・構造

 物のライフサイクルの一画に位置付けられ

 自体以外のプロジェク ト関係体が存在し, 

 それぞれが目的と目標の達成をめざす独自

 性かつ有期性を持った業務集合体を指す. 

 "建設PM"の 理念:

建設PMを 導入して, プロジェクト関係

 体(社 会 ・発注者 ・受注者)が 持つプロジ

 ェク トに対する要求事項を充足 しつつ, プ

 ロジェク トの全体最適化および生産性向上

 を図る. 

社会PMの 理念:

社会PMを 導入し, プロジェクトの発

 注者 ・受注者 と双方向コミュニケーショ

ンを保ちつつ, プロジェク ト・ライフサ

 イクルに渡って住民ニーズに沿 う社会的

 価値の高い施設を保有するとともに環境

 保全を確保する. 
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発注者PMの 理念:

 発注者PMを 導入 し, 顧客すなわち社

 会の要求事項を充足するとともに, 品質, 

 事業費, 工程, 安全満足, 環境保全など

 自体か らの要求事項を充足して発注者責

 任を果たす.

 受注者PMの 理念:

 受注者PMを 導入 し, 顧客すなわち発

 注者さらにはその背後の社会の要求事項

 を充足あるいは充足支援するとともに, 

 また品質 ・工程 ・適正利潤 ・安全を確保

 しつつ技術の蓄積 ・普及を図って自体組

 織の発展に寄与して受注者責任を果たす. 
"建設PM"の 定義(発 注者PM/受 注者PM)

:

 経営資源(人 材/組 織, 資機材/設 備, 

 予算, 技術, 情報など)の 制約のもと, 科

 学的知識 ・手法 ・技法, 経験および文化資

 産(日 本的社会システムとその属性, 慣習 ・

 伝統など)を 柔軟に活用して, 建設プロジ

 ェクトに対する顧客/自 体か らの要求事項

 を充足しながらその全体最適化を図る一連

 の意思決定活動のための体系である. 

 本研究における理念や定義類の特長は, (1)建設

PMの 概念を明らかにしたこと(他 所での定義は
一般論的), (2)建 設PMを3区 分し, それ らの概

念を具体化 したこと(他 所でのPM概 念は受注者

PMに 重点), (3)ラ イフサイクルの観点を導入した

こと, にあるといえる. 

4. 建設PM体 系の構築9),19),20)

 以上, 建設PM原 則を設定し, 次いでそれに沿

って要求事項を整理分類 し, 建設PMの 区分とそ

れらの理念や定義を設定 した. 本章では, 要求事

項を充足するための建設PM体 系の構築を図る. 

(1)体 系化の手順

 前章までの検討を基にした, 建設PM体 系を組

み立てる手順を図-2に 示す. ここでの建設PM体

系は, (1)前章での理念や定義類に加えて, (2)建設

PM構 成, (3)各マネジメント要素の概念 と内容, 

(4)建設PMの 実行手順, より構成される. 

 手順3ま では前章までに示した. 次に手順4と

して, 表-2プ ロジェク ト関係体 と要求事項の整理・

体系表のうちの要求事項を充足するに必要なマネ

ジメント要素(PMBOKで は知識エリア(Knowled・

ge Area)と 呼ばれる)を 抽出し, それ らを整理 ・

分類して建設PM構 成の構築を試みる. 手順5で

は, 建設PM構 成のマネジメント要素の

概念を検討する. そ して手順6で, プロジェク ト

と建設PMプ ロセス構造を明らかにして, 建設PM

を実行する際の手順を検討する. 

(2)建 設PM構 成の構築

 表-3は, 表-2プ ロジェク ト関係体と要求事項の

整理 ・体系表か ら各関係体で対応すべき要求事項

について再編 し, それぞれの要求事項充足に必要

なマネジメン ト要素を抽出したものである・抽出

に際しては, 著者 らによる議論, 文献 ・専門誌等

で使用されている用語例を参考にしたが, 調査に

よれば"マ ネジメン ト"や"管 理"の 用語をとも

なう専門語は1000近 くに達 し, その中には同名

称でも定義や内容が異なるものや私見的なものも

少なくなかった21). ここでは一般的に使用されて

いる用語をできるだけ採用することにしたが, ー

部には新設せざるを得なかった専門語と概念もあ

る. たとえば運営マネジメント, 評価マネジメン

トであり, それらの概念については次項に述べる. 

 次に, 表-3の 右欄で示されたマネジメント要素

欄を主軸にして再整理する. すなわち, 同じ用語

は集約化, 上 ・下位概念の区分, 同一概念の統合

化などの手続きを経て, 図-3に 示す建設PM構 成

を組み立てた. ここでは, 管理:与 えられた目標

値を達成するための一連の活動, マネジメント:

図-2 建設PM体 系化 の手順
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管理要素を統合して全体最適化を図る一連の意志

決定活動, として区別している. これは建設PM

の基本となるもので, この構成をもとにして, そ

れぞれのプロジェクトが持つ要求事項に対応する

マネジメント要素を抽出し, 再編 してPMを 実行

すれば良いことを意味する. 

 ここで, 建設PM構 成の構造的概念を補足する. 

(1)"統 合マネジメン ト"を最上位に位置付けた. 

 これは, 多様な要求事項充足を図るための各種

 のマネジメント要素を統合し, コントロールし, 

 プロジェク トの全体最適化や生産性向上をめざ

 す機能を持たせたことによる. 

 またこの統合マネジメントに, スコープマネ

 ジメント, リスクマネジメント, コミュニケー

 ションマネジメントを入れた理由は, それぞれ

 がプロジェク トの全体最適化と生産性向上を図

 る上で直接的に関係するとともに, それらの影

 響度が大きいことによる. 

(2)次 いで, "技術マネジメン ト"と"運 営マネジ

 メント"を 位置付けた. これは, 表-3, 図-3

 で得 られた多くのマネジメント要素を分析した

 結果, プロジェクトの完成に必要な技術に関す

 るマネジメント事項とプロジェクトの推進やプ

 ロジェク トチームの運営に関するマネジメント

 事項に二分できたことによる. 言い方をかえれ

 ば, 前者は, 最終目的物の品質や機能を確保す

 るとともにそれがもた らす評価を加えてゴいわ

 ば顧客満足対応が中心となる. これにはファシ

 リティマネジメント, 環境マネジメン ト, 評価

 マネジメント, 品質マネジメントが含まれる. 

 一方後者は, プロジェク トを円滑に実行する, 

 いわば自体満足対応が中心となってお り, これ

 には組織/人 材マネジメント, コス トマネジメ

 ント, 工程マネジメント, 調達マネジメントが

 含まれる. 

 米国のPMBOK1),2),5)お よび英国のPM体 系7)

を図-4に 示 す. 米 国 のProject Integration

Managementお よび英国のStrategicと 建設PM

の統合マネジメント(Strategic and Integration

Management)は, プロジェク トの全体最適化と

生産性向上を目指すために多様なマネジメント要

素をコン トロールする点では共通性がある. ただ

しそれ以下の構成にはかなりの違いが認められ, 

建設PMは, ファシリティ ・環境 ・評価 ・品質マ

ネジメントを包含する"技 術マネジメント"を 非

常に高いレベルで重視 しているといえる. これら

の差が生じる原因として, 国によってPMの 背景

である社会システムや文化基盤が異なること, プ

ロジェクトに対応する考え方に違いがあること, 

またPM開 発メンバーの経験や個性も微妙に影響

しているものと考えられる. 

(3)各 マネジメント要素の概念

 本項では, 図-3で 示した建設PM構 成中のマネ

ジメン ト要素の概念を個別に述べる. いずれも受

注者 ・発注者 ・社会からの要求事項に対応するこ

とを基本に置いている. 

(1)統 合マネジメント:プ ロジェク ト全体の要求

 事項を把握 し, 技術マネジメント・運営マネジ

 メント間およびマネジメント要素間の調整とバ

 ランスを取 り, プロジェク トの全体最適化 と生

 産性向上を図る機能を持つ. 
・スコープマネジメント:ラ イフサイクルの観

 点も含めたプロジェクトに対する要求事項, ま

 た施設や構造物等の成果物と作業内容を, たと

 えばWBS(ワ ークブレークダウンス トラクチャ
ー)を用いて明確に文書化し, またプロジェクト

 の実行過程での工事監理や施工管理に対しても

 的確かつ柔軟に対応する機能を持つ.
・リスクマネジメント:PMは, リスクを伴う

 意思決定プロセスである. 全てのマネジメント

 要素はリスクマネジメントの対象であり, 最終

図-3 建設PM構 成
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 的にはコス トと工程に変換 し評価する機能を持

 つ. 特に、フィジビリティスタディーや安全管

 理はその重要度が高く, また今後は契約管理の

 必要性が高まる. 

 ・コミュニケーションマネジメン ト:プ ロジェ

 ク ト関係体(社会, 発注者, 受注者)が, 双方向

 で報告 ・連絡 ・相談できる最適なコミュニケー

 ション環境を整備し, 意思決定が行えるように

 する機能を持つ. 

(2)技 術マネジメント:フ ァシリティ, 環境, 評

 価, 品質を含む"技 術"を マネジメントしてプ

 ロジェクト成果物の品質を確保するのを前提に, 

 トレー ドオフの関係になりやすい運営マネジメ

 ントとの調整を図る機能を持つ. 

 ・ファシリティマネジメント:社 会や発注者か

 らの施設に対する多様な要求事項を充足するた

 めの, 土地や建物, 設備や機器を計画, 調達, 

 設置, 維持管理していく一連の活動をマネジメ

 ントする機能を持つ. 

 ・環境マネジメント:環 境面でのプロジェク ト

 リスクが顕在化する中で, プロジェク トに要求

 される多種多様な環境関連技術をライフサイク

 ルアセスメント(LCA)の 視点から管理 ・マ

 ネジメントする機能を持っ. 

 ・評価マネジメント:ア カンタビリティ, 情報

 公開などの要求に応じて, プロジェクトの事業

 評価, 技術評価, 環境評価をはじめ多くの"評

 価"が 要求されており, これら一連の事項をマ

 ネジメントする機能を持つ. 

 ・品質マネジメント:品 質確保はプロジェクト

 にとって最大の命題であり, 品質システムと多

 種多様な品質改善活動を統合して, 品質管理, 

 品質確保, 品質保証を行っていく機能を持つ. 

(3)運 営マネジメン ト:プ ロジェクトを成功に導

 くためのPMチ ーム運営を主目的とした統括機

 能であり, これには組織/人 材, コス ト, 工程, 

 調達のマネジメン ト要素が含まれるが, また ト

 レー ドオフの関係がおきやすい技術マネジメン

 トとの調整を図る機能を持つ. 

 ・組織/人 材マネジメント:最 適なPM組 織構

 造の提供, プロジェクト要員の役割や責任の明

 確化および持てる能力を効果的に発揮 してもら

 うための環境整備を図る機能を持つ. 

 ・コストマネジメント:プ ロジェク トの社会的

 価値評価を基本に, プロジェクトライフサイク

 ルに渡るコス トと便益を考慮し, 特に品質およ

 び工程マネジメントとの調整を図る機能も持つ. 

 ・工程マネジメン ト:プ ロジェクトは外的要因

 を受け易くまた内的要因も多岐に渡ることから, 

 工程は大きな変動幅を持つためマネジメントが

 重要となる・これは, スケジュール管理, 手配

 管理, 作業量管理などか らなり, また, 品質や

 コス トとの調整を図る機能を持つ. 

 ・調達マネジメント:各 関係体が必要に応じて

 外部から施設 ・構造物, 資機材, 役務などを取

 得するための取引を扱うプロセスであり, 品質

 やコス トマネジメントなどとの調整を図る機能

 を持つ. 

(4)プ ロジェクトと建設PMプ ロセスの関係

 本項では, プロジェク ト・ライフサイクル, プ

ロジェクト(フ ェーズ区分)と 建設PMの 関係を

検討してみる. 

 プロジェクトにおいては, 社会(地 域, ユーザ
ー, 環境, …), 発注者, 受注者が直接的な関係

体であり, それぞれが顧客満足と自体満足の要求

事項を持つ(表-2参 照). そ してこれ らの要求事

項は, 対象 とする施設や構造物(成 果物)の 計画

段階から建設段階を経て運用段階にまで, すなわ

ちプロジェク ト・ライフサイクル全領域に渡って

いる. 

 一般にプロジェクト・ライフサイクルはフェー

ズに区分することができ, それぞれもプロジェク

トであり, そ こでも3つ の関係体が直接関係 して

いることはいうまでもない. なお建設プロジェク

トの定義は3. (3)で 述べたとお りであり, いい

かえれば定義に沿ったフェーズ区分をしなければ

ならないことになる. 

 建設プロジェク トが3関 係体からの要求事項を

図-4 米 ・英 国のPM体 系
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持つのは前述 したが, これらの要求事項を充足す

ることを最少必要条件とした建設PMを 実行する

必要がある. PMは, 経営と管理概念を加えた機

能, 全体最適化, 生産性向上を目的としたもので, 

その手法ないし基盤技術として建設PM構 成やマ

ネジメント要素を適用 ・活用することになる. そ

の際のすべての過程では, PDCAす なわち管理な

いしマネジメントのサイクルを回す観点からPM

を実行することが基本条件として求められる. プ

ロジェクト・ラィフサィクル全体をひとっのプロ

ジェク トと見なす場合も, またフェーズに分けて

それぞれをプロジェクトと見なしても, その内部

は上記と同様のPDCAの サイクルを回す構造にな

っていなければならない. 以上を図-5に 示す. な

お米国PM協 会のPMBOKで は, 立ち上げのプロ

セス, 計画のプロセス, 遂行のプロセス, コント

ロールのプロセス, 終結のプロセスに置き換えて

PMを 実行するよう推奨している. すなわちフェ
ーズ内のプロセスの結合という表示を取っている

が, これは基本的には管理のサイクルを回す概念

に基づいていると思われ, 本質的な差異はない. 

(5)建 設PMの 実行手順

 本節では, 2, 3節 で構築した建設PM構 成と

マネジメント要素を実際のプロジェクトに適用 し

てPMを 実行する際の基本的手順を述べる. ここ

で基本となるのは, 前節で述べたプロジェク トと

PMプ ロセスの関係であ り, 手順の流れを図-6に

示す. 

a) 建設PM準 備

 プロジェクトは, 図-5に 示すようにプロジェク
Aト・ライフサイクルの一フェーズに位置付けられ

ることから, まずプロジェク ト・ライフサイクル

を理解する. これにより, 当該プロジェクトの要

求事項とその背景および前提条件等が把握でき, 

PM実 行に正確に反映させることが可能となる. 

 検討用資料

 ・プロジェクト・ライフサイクルの理念, 目的, 

 用途, 基本計画書

 ・プロジェクト・ライフサイクル関係体と要求

 事項の整理

 ・概略工程 と概略予算

 ・フェーズ区分と当該プロジェク トの位置付け

 ・当該プロジェク トの契約書, 設計図書(設 計

 図, 設計書, 共通 ・特記仕様書, 他)

b)建 設PM実 行

 Step・1:プ ロジェク ト細区分の検討

 プロジェクトが複雑多岐ないし大型

の場合は, プロジェク トを細区分して

PMの 実行を図ることが適当である. 

それぞれの小フェーズは, その特性に

応じて業務内容別, 構造物別, マイル

ス トーン, 分担組織別などで区分され

るが, 3. (3)で 述べた建設プロジェ

クトの定義に沿ったものである

ことが必要である. 

Step-2: 要求事項(顧 客満足, 自体満足)の 特

定

 契約書, 設計図書を完全に理解し, 

役務の範囲とその内容を把握する. ま

た設計図書等に明示されないものも含

めて, 顧客満足および自体満足のため

の要求事項を特定する. 

図-5 要求事項-プ ロジェク ト ーPMの 関係
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Step-3: 建設PM計 画 準 備(Plan. 1)

 要 求事 項 充 足 に必 要 な マ ネ ジメ ン ト

要素 を抽 出 し(参 考:設 計 図 書, 表-3

要 求 事 項 と マ ネ ジ メ ン ト要 素 対 応 一 覧

図-3建 設PM構 成), 当 該 プ ロジ ェ ク

トを対 象 と した建 設PM体 系 を計 画 ・

設 計 す る. 次 い で, 各 マ ネ ジ メ ン ト要

素 の 基 本 計 画 を 立案 す る. 

Step-4: 統 合 マ ネ ジ メ ン ト基 本 計 画 の 立 案

(Plan-2)

 Step-3で 得 られ た個 別 マ ネ ジ メ ン ト

要 素 を も と に, プ ロジ ェ ク ト実 行 とプ

ロジ ェ ク トコ ン トロー ル の 指 針 とな る

 首 尾 一 貫 した 統 合 マ ネ ジ メ ン ト基 本 計

 画 を作 成す る ・ こ こで は, プ ロ ジ ェ ク

 トへ の 要求 事 項 を 充 足 しつ つ, プ ロ ジ

 ェ ク ト全 体 最 適 化 の 指 向 が 不 可 欠 で あ

 る.

 Step-5:建 設PM詳 細 計 画(Plan-3)

 上 記 のStep-2, 3, 4に 基 づ き, 統 合 マ

 ネ ジ メ ン ト, 技 術 マ ネ ジ メ ン ト, 運 営

 マ ネ ジ メ ン トの詳 細 計 画 を立 案 す る. 

 基 本 とな る の は, 顧 客 満 足, 自体 満 足

 の た め の 要 求 事 項 充 足 で あ る. ま た, 

 プ ロジ ェ ク トの 全体 最適 化 を 目指 す べ

 き で, 細 区 分 プ ロジ ェ ク トや 各 マ ネ ジ

 メ ン ト要 素 の部 分 最 適 化 を 目指 して は

 な らな い.

 Step-6:建 設PMの 実 行(Do)

 Step-7:建 設PM実 行 状 況 の チ ェ ック(Check)

 Step-1～5で 計 画 したPMが 予 定 通

 り実 行 され て い るか チ ェ ッ クす る. 

 Step-8:改 善 策 等 の 立 案 と実施(Acti0n)

 Step-6, 7か ら, 計 画 との 差 異 あ る い

 は 改 善 の 余 地 が あ る 場 合 は, 対 応 ・改

 善 策 や 回 避 策 を 立案 し実行 す る ・ ま た

 計 画 を見 直 す.

c)プ ロジ ェ ク ト/建 設PM実 績 資 料 保 存

 目的:(1)プ ロ ジ ェ ク ト ・ラ イ フ サ イ クル にお

 け る他 フ ェー ズ に活 用

(2)他 の類 似 プ ロ ジ ェ ク ト ・ラ イ フ サ イ

 クル な い し類 似 プ ロジ ェ ク トに 活 用

 方 法:(1)建 設CALS/ECの 一 画 に標 準 化 ・

 定 式 化 して 保 存

(2)組 織 企 業 のイ ン トラネ ッ トの 一 画

 に標 準化 ・定 式化 して 保 存

5. まとめ

 以上, 国内建設産業に対応した"建 設PM体 系"

の構築を試みた. この特徴を以下にまとめる. 

(1)発 注者や受注者のPMチ ームが建設プロジェ

 ク トを実行するに際 して知っておくべき位置付

 けで, 建設産業界に対応したシンプルで分か り

 易い構造をもった建設PM体 系を提示したこと. 

(2)PM原 則を設けて, すなわち要求事項充足を

 ベースに一貫 した"建 設PM体 系"の 理論構築

 を図ったこと. 

(3)社 会, 発注者, 受注者の立場に分けて要求事

 項を捉え, すなわち同一プロジェク トでもPM

図-6 建 設PMの 実行手順
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 の内容が異なることを明らかにし, 社会PM, 

 発注者PM, 受注者PMの3PMに 区分したこ

 と.

(4)要 求事項は顧客満足と自体満足のための2つ

 に区分でき, 同等の位置付けを持たせたこと. 

 そして, 発注者の顧客満足は社会の自体満足, 

 受注者の顧客満足は発注者の自体満足として, 

 プロジェク ト関係体のプロジェク トに対する連

 環性を明示したこと. 

(5)多 様な要求事項を充足するに必要なマネジメ

 ント要素を抽出し, それらを整理し建設PM体

 系として提案したこと. すなわち統合マネジメ

 ン トは技術マネジメントと運営マネジメントの

 集合体であ り, 総計14の マネジメント要素よ

 り構成される. 

(6)14の マネジメン ト要素それぞれの概念を, 

 建設PM原 則である要求事項充足と関係付けな

 がら明示 したこと. 

(7)適 用の容易性を考慮して, 従来か ら習熟 して

 いるPDCAす なわちマネジメン トのサイクルを

 回すPM実 行の手順を提示したこと.

 モダンPMで も, その基本として顧客満足およ

び要求事項充足をうたっている. しかしこの理念

とPM基 礎知識体系の関係性は十分に明示されて

おらず, 多分に心構え的な位置付けが与えられて

いるようである. ここで提示した日本の建設分野

向けのPMは, 要求事項充足の原則を徹底させた

ものになっている. その結果, 上述 したように, 

モダンPMと 異なった特徴的なものが構築された. 

 本論文で提案 した建設PM体 系に対して, 国内

の建設産業界から評価や議論が湧き起 こり, 改訂

が加えられながら日本の文化や社会風土に適合し

かつ要求事項充足を満足する"日 本型建設PM"

が発展し確立することを期待したい. 

たとえば、最近国内で研究開発されたプロジェク

ト&プ ログラムマネジメント(P2M)22)や 技術

士制度における総合技術監理部門の技術体系23)

などとモダンPMを 合せて, 「比較PM論 」とも

いうべき研究 も効果的と考えられる。
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A STUDY ON PROJECT MANAGEMENT 
 APPLIED FOR CIVIL ENGINEERING FIELD 

 Hidekuni TAKASAKI, Shinji YAMAGUCHI, Yasutaka YUASA, 
 Takeya ISOBE, Seiki MURAKAMI and Tetsuya MIURA 

Research of the project management (the following PM) technology which achieves whole optimization of
the project is energetically advanced in western countries and Japan.

This study has aimed to develop a new project management model applied for civil engineering field in
Japan. Here, it is called "PM for civil engineering field", and under principle of the requirements satisfaction
from customers and oneself, the backgrounds and the necessity of study, setting of ideas and the of
PM for civil engineering field, concept formation of body of knowledge and management elements, and the
execution procedure are proposed.
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